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総 務 委 員 会 報 告 資 料 
令和２年６月２６日 

件 名 新型コロナウイルス対策に係る各種団体との意見交換会について 

所管部課名 政策経営部 政策経営課 

内 容 

 足立区の社会・地域経済活動を支える各種団体と、新型コロナウイルス

対策に係る意見交換会を以下のとおり実施した。 

団体から寄せられた、主な意見・要望について報告する。 

１ 実施日と出席団体 

実施日 出 席 団 体 

1 5月 13日 東京商工会議所足立支部 

2 5月 19日 学校教育関係 

3 5月 21日 介護保険サービス事業者 

4 5月 21日 飲食業・農業関係 

5 5月 22日 障害福祉サービス・障害児通所支援事業者 

6 5月 27日 教育・保育施設関係 

7 5月 27日 介護保険施設 

8 5月 28日 足立建設関連業協議会 

9 6月 2日 足立区商店街振興組合連合会 

10 6月 3日 老人クラブ 

11 6月 4日 子どもの貧困対策関係 

12 6月 10日 住区センター連絡協議会 

13 6月 12日 町会・自治会連合会 

14 6月 15日 体育協会 

２ 区側出席者 

  区長、副区長、教育長、関係所管の管理職等 

３ 議題 

（１）各団体における新型コロナウイルス対応の現状や今後の展開

（２）区に対する要望事項

４ 主な意見・要望について 

【感染拡大防止について】 

・ ３密対策や消毒方法など新型コロナウイルス感染症対応マニュアル

の提供と研修会等の実施

・ マスクや消毒液等、感染予防に必要な物品の支援
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 ・ 感染が疑われる従業員等が出た場合の相談窓口の明確化 

 【事業継続について】 

・ 感染拡大防止または業態変更のための設備投資への支援 

・ 事業と雇用継続のための支援（人件費・家賃等固定費など） 

・ 介護事業従事者への支援の充実（危険手当など） 

 【アフターコロナの取り組みについて】 

・ 物販飲食業への支援を含む区内経済活性化策の実施 

・ 外出自粛や３密に備え、行政手続きや家庭学習のオンライン化促進 

 

５ 今後の対応 

  今後は、新型コロナウイルス感染症の第２波、第３波に備える短期的

な支援と、新しい生活様式を考慮し中長期的な視点で実施する支援に分

けて検討していく。 

短期的な支援のうち、特に各団体からの要望の高い、新型コロナウイ

ルス感染症対応マニュアルの提供や研修会の実施、マスクや消毒液等の

物品支援については早急に対応する。 

問 題 点 

今後の方針 

今後も国や都の動向も踏まえつつ、速やかに支援策を検討していく。 

 

3



総 務 委 員 会 報 告 資 料 

令和２年６月２６日 

件   名 足立区基本計画の中間検証および国土強靭化地域計画の策定について 

所管部課名 政策経営部 政策経営課 

内   容 

令和２年度は足立区基本計画（計画期間：平成２９年度～令和６年度）

の中間年（４年目）にあたるため、以下のとおり計画の中間検証および見

直しを実施する。 

あわせて、「国土強靭化地域計画」を「基本計画」と一体的に策定する。 

 

１ 中間検証の主な内容 

（１）以下の視点により各施策の検証と見直しを行う。 

ア 新型コロナウイルス感染症、令和元年台風第１９号など、区民生活

に大きな影響を与えた事象により浮き彫りとなった課題への対応 

イ 在住外国人の増加、ＩＣＴ技術の進歩など、社会状況の変化により

生じた課題等への対応 

ウ 「文化・読書・スポーツ分野計画」や「総合交通計画」など、新た

に策定、改定された分野別計画との整合 

エ 各指標の達成度による見直し 

（２）ＳＤＧｓの視点を計画に盛りこむ。 

ＳＤＧｓの各目標と区の施策との関連を、一覧表など用いて明確化す

る等、ＳＤＧｓの視点を計画に盛りこむ。 

 

２ 「国土強靭化地域計画」と「基本計画」との一体的策定 

「国土強靭化地域計画」（※）を、国が定めるガイドラインや、都、周

辺自治体等の計画を参考にしつつ、基本計画と一体的に策定する。 

策定にあたっては、災害時における「最悪の事態」の想定と、その事態

に対して区が現状取り得る方策の評価・分析等を行ったうえで、今後取り

組むべき施策を検討する。 

※ 「国土強靭化地域計画」とは 

法律に基づき、地方公共団体が策定する国土強靭化（大規模自然災害等に

備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策を、まちづくり

政策や産業政策も含めた総合的な取組みとして計画的に実施し、強靭な国づ

くり、地域づくりを推進するもの）に関する施策の推進に関する基本的な計

画であり、国土強靭化の観点から様々な分野の計画等の指針となるもの。 
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３ スケジュール（予定） 

・ 基本計画改定版の素案を作成  １０月中旬まで 

・ パブリックコメントの実施   １１月～１２月 

・ 改定案の決定         １月下旬 

 

問 題 点 

今後の方針 

今後、適切な時期に区民評価委員会や有識者など外部からも意見を聴取

しながら、計画の改定および策定を行う。 
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総 務 委 員 会 報 告 資 料 

令和２年６月２６日 

件 名 令和２年度区民評価委員会（令和元年度事業実施分）の開催延期について 

所管部課名 政策経営部 政策経営課・財政課 

内 容 

令和２年度区民評価委員会（令和元年度事業実施分）について、以下の

通り報告する。 

１ 現在の状況 

  令和２年度の区民評価委員会は４月２１日に全体会を開催し、その後

順次、各分科会によるヒアリングを実施していく予定であった。しかし、

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、現在のところ開催を延

期している。 

２ 今後の進め方 

  今後の区民評価委員会の実施可否については、新型コロナウイルス感

染症の感染状況に留意しつつ、区民評価委員とも協議しながら決定して

いく。 

  また、今期の評価委員には幼児を抱えながら参加する方や高齢の方が

いるため、評価活動についても極力、委員の負担を軽減する方法での実

施を検討する。 

なお、例年の区民評価委員会の実施スケジュールは以下のとおり。 
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問 題 点 

今後の方針 

区民評価委員会の開始時期によっては、委員会からの答申が年明けにな

る可能性がある。 

その場合、今年度の評価結果は、次年度予算に反映することができない

が、各事業のＰＤＣＡサイクルの中で事業の改善に生かしていく。 

【参考】区民評価委員会年間スケジュール（例年） 
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総 務 委 員 会 報 告 資 料 
令和２年６月２６日 

件 名 中期財政計画改定の延期について 

所管部課名 政策経営部 財政課 

内 容 

 足立区中期財政計画については、令和２年度中に見直しを予定していた

が、以下の理由により延期することとしたので報告する。 

１ 延期理由 

（１）新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う景気の悪化により、歳入の見

通しが不透明である。 

（２）経済状況が不透明な中での中長期的な計画策定は困難で、現状と大き

な乖離が生じる恐れがある。 

（３）新型コロナウイルス感染症対策に重点的に財源を投入することで、基

金の大幅な取り崩しが予想されるため、今後の基金の必要積み立て額の

算定が困難である。 

２ 延期の内容 

  改定を２年延期し、令和４年度に見直しを行う。計画期間は、足立区基

本計画と改定時期を合わせた令和１０年度までの６年間とする。 

なお、中間見直しの時期については、別途、検討する。 

※現行：平成２９年度から令和６年度

３ 今後の進め方 

  現行の中期財政計画を参考にしつつ、予算編成の査定の中で、真に 

必要な事業を見極め、効果的に予算を配分していく。 

《参考》中期財政計画 計画期間 

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

現行 

当初の 

改定予定 

延期後 

問 題 点 

今後の方針 

新型コロナウイルス感染症収束後、区を取り巻く経済状況等を十分に分

析した上で、あらためて中期財政計画改定作業を進めていく。 

２年延期 

中間見直し 

改定 
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